
 

1 

 

高原町総合運動公園指定管理者募集要綱 
 

１ 指定管理者の公募 

高原町が設置した高原町総合運動公園の有料公園施設等（以下「有料公

園施設等」という。）の設置目的をより効果的に達成するために当該施設の

一括管理等を行う指定管理者を次のとおり募集する。 

 

２ 対象施設の概要 

施 設 名 称 高原町総合運動公園 

所 在 地 高原町大字西麓字立山７０９番９ 外 

敷 地 面 積 約２５．６０ｈａ 

使 用 期 間 各年度：４月１日～翌年３月３１日 

主 な 施 設 ・サッカー広場（有料公園施設） 

・ふれあい広場（有料公園施設） 

・ちびっこ広場（有料公園施設） 

・多目的芝生広場（有料公園施設） 

・運動用具倉庫（有料公園施設） 

・管理用機械倉庫 

・備品倉庫 

・屋外トイレ（３棟） 

・第１駐車場 

・第２駐車場 

・園路 

 

３ 指定管理者が行う管理基準 

（１）基本方針 

ア 高原町総合運動公園は、町民の健全な余暇活動、健康増進を図るこ

とをはじめ、スポーツを通じた合宿誘致やスポーツイベント等の開催な

ど観光面と連携し、本町への経済波及効果を高める施設としての機能を

十分発揮することを深く認識し、利用者（町内外）にとって快適な環境

づくり及び利用の幅広い促進を目指すとともに、適正な管理運営に努め、

地域住民の信頼に応えること。 

イ 高原町総合運動公園は、町民等が広く利用する「公の施設」である

ため、指定管理者は管理運営の遂行にあたり、利用の許可は公平かつ公

正に行うこと。 

ウ 指定管理者は、有料公園施設等について、日常又は定期に必要な保

守点検業務を行うことにより、最良の状態を維持し、利用者の安全確保

に努めること。 

（２）利用時間及び休業日 

ア 利用時間  午前８時３０分から午後５時まで 

（ただし、災害等緊急の場合はこの限りではない） 

イ 休 業 日  休業日は設けないこととする。 
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※ただし、指定管理者が施設の有効利用と利用者の利便性向上に有効と

判断するときは、町長の承認を受けて利用時間を延長又は短縮し、若

しくは臨時に開業又は休業することができる。 

※利用時間及び休業日については、住民サービスの向上や費用対効果等

の観点から、応募者で十分検討の上、事業計画書において提案するこ

と。 

（３）利用の許可等 

ア 指定管理者は、有料公園施設等の利用をしようとする者から、あら

かじめ利用申請をさせなければならない。 

イ 指定管理者は、アの申請があり適当と認められる場合は利用の許可

を行うこと。この際、管理上必要な条件を付すことができる。 

また、以下の基準に該当するときは許可しないことができる。 

（ア）高原町総合運動公園における公の秩序又は善良の風俗を乱すおそ

れがあると認められるとき。 

（イ）有料公園施設等をき損し又は、滅失するおそれがあると認められ

るとき。 

（ウ）その他使用させることが施設の管理上支障があると認められると

き。 

ウ 指定管理者は、イの利用許可を受けた者が、次の各号のいずれかに

該当するとき又は、管理上支障があると認めるときは、許可を取り消し、

若しくは変更し又は、利用を停止することができる。 

（ア）高原町都市公園条例又は規則に違反したとき。 

（イ）イで許可に付した条件に違反したとき。 

（ウ）虚偽その他不正の手段により許可を受けたとき。 

（４）法令等の遵守 

指定管理者は、有料公園施設等の管理業務を行うにあたり、次に掲げ

る法令等を厳守するものとする。 

ア 地方自治法 

イ 高原町公の施設の指定管理者の指定の手続に関する条例及び高原町

公の施設の指定管理者の指定の手続に関する条例施行規則 

ウ 高原町都市公園条例 

エ 高原町情報公開条例 

オ 個人情報の保護に関する法律及び高原町個人情報保護条例 

カ 高原町行政手続条例 

キ 労働基準法 

ク 消防法その他建築物の管理に関して必要な法令 

ケ 上記のほか、管理業務を行うにあたり遵守すべき法令等 

（５）情報公開 

指定管理者は、高原町情報公開条例の定めるところにより、管理業務

に関して保有する情報の公開を行うために必要な措置を講ずるよう努め

なければならない。 

（６）個人情報保護 

指定管理者は、個人情報の保護に関する法律及び高原町個人情報保護
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条例の定めるところにより、管理業務に関して個人情報の保護のための

必要な措置を講じなければならない。 

また、同法律、条例、別途協定書で定める個人情報取扱特記事項を遵

守すること。 

（７）守秘義務の遵守 

管理業務に関し知り得た秘密を外部に漏らし又は他の目的に使用して

ならない。また指定期間終了後も同様の取扱いとする。 

なお、管理業務の一部を第三者に委託等した場合、当該第三者に対し

ても同等の義務を負わさなければならないことに留意すること。 

（８）行政手続条例の適用 

指定管理者は、有料公園施設等を利用しようとする者の申請に対して、

許可、不許可その他の処分を行う行政庁として、高原町行政手続条例の

適用を受けるものとする。 

（９）危機管理対応 

ア 指定管理者は、自然災害、人為災害、事故等あらゆる緊急事態、非常

事態、不測の事態が生じたときは、必要な応急措置を講じるとともに、

直ちに町に報告し、その対応方法について町と協議すること。 

イ 指定管理者は、危機管理体制を構築するとともに、対応マニュアルを

作成し、災害時の対応について随時訓練を行うこと。 

（10）環境への配慮 

指定管理者は、省エネルギー、省資源、廃棄物減量、リサイクル促進等

環境負荷の軽減に努めること。 

 

４ 指定管理者が行う業務の範囲 

（１）有料公園施設等の管理運営 

施設の管理運営に関する業務は次のとおりであるが、管理運営は有料

公園施設等を常に清潔に保ち、かつ利用者が安全快適に利用できるよう

関係法令に定める基準を満たすものとする。 

なお、指定管理者が行う管理業務の全部又は主要部分の処理を第三者

に請け負わせ又は委託してはならない。ただし、設備点検、清掃、警備

等の一部の業務について町の承認を受けたときはこの限りではない。 

ア 利用の受付及び利用料金の徴収に関する業務 

イ 電気設備等の維持管理に関する業務 

ウ 清掃（施設内、敷地内）及び植栽管理に関する業務 

エ 駐車場維持管理及び有料公園施設等周辺の交通巡視に関する業務 

オ 衛生管理に関する業務 

カ 警備に関する業務 

キ 備品の維持管理に関する業務 

ク 有料公園施設等の遊具の監視に関する業務 

ケ 利用統計、会計、経費の支払等の事務に関する業務 

コ その他有料公園施設等の管理運営に必要な業務 

 

５ 応募資格 
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次の要件を満たす法人その他の団体であること。なお、法人格の有無は

問わない。 

（１）会社更生法に定める更生手続又は民事再生法に定める再生手続きを行

っていないこと。 

（２）団体の役員に破産者、法律行為を伴う能力を有しない者又は禁固刑以

上の刑に罰せられている者がいないこと。 

（３）地方自治法施行令第１６７条の４の規定（一般競争入札の参加者の資

格）に該当しないこと。 

（４）高原町及び他の自治体等から指名停止措置を受けていないこと。 

（５）地方自治法（以下「法」という。）第２４４条の２第１１項の規定によ

る指定の取り消しを受けたことがないこと。 

（６）国税又は町税等を滞納していないこと。 

（７）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定

する暴力団又はその利益となる活動を行っている団体（以下「暴力団等」

という。）でないこと。 

（８）団体の役員又は経営に事実上参加している者に暴力団等の構成員又は

暴力団等の関係者と密接な関係を有する者がいないこと。 

※申請した法人等が応募資格を満たすかどうかを確認するため、関係機関

に照会を行なう場合がある。 

※指定管理者として選定された後、本町議会の議決後指定を受けるまでの

間に、応募資格を満たさなくなった場合は、候補者としての資格を当然

失うものとする。 

 

６ 指定予定期間 

令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで（５年間） 

※ただし、法２４４条の２第１１項の規定に基づき、町は、有料公園施設

等の適正な管理を期するため行った必要な指示に指定管理者が従わな

いとき、その他指定管理者による管理を継続することが適当でないと認

めるときは、指定を取り消し又は期間を定めて管理の業務の全部又は一

部の停止を命ずることができる。 

 

７ 利用料金に関する事項 

（１）有料公園施設等については、法第２４４条の２第８項に定める利用料

金制度を適用し、指定管理者の収入とする。 

 なお、事業報告において、協定締結時の収支計画を超える収益を生じた

ときは、当該超過収益（増収分）の２０％に相当する額を町に納入するこ

と。 

（２）利用料金の額は、条例に定められた額の範囲内において、あらかじめ

町長の承認を受けて定めることとする。 

 

８ 指定管理料（以下「委託料」という。） 

（１）町は、指定管理者に対して管理業務に必要な経費（人件費等）を予算

の範囲内で委託料として支払うものとする。 
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（２）町が支払う委託料の基準上限額は５年間で９２,５００千円（単年度当

たり１８,５００千円）であるため、この金額以内で事業計画・収支予算

書の提案を行うこと。 

（３）委託料の金額及び支払時期等詳細については、指定管理者と協議の上、

双方で締結する協定において定めるものとする。 

（４）天災等、指定管理者の責めに帰さない場合は、この限りではない。 

 

９ 自主事業の実施 

指定管理者が自主事業を実施する場合は、次の事項を遵守し、あらかじ

めその内容を町に提案し承認を得なければならない。 

（１）指定管理者が施設内で自主事業を実施する場合は、施設の設置目的に

合致し、かつ業務の実施を妨げない範囲において、指定管理者の費用と

責任により、指定管理者の創意工夫を活かした事業を行うことができる

ものとする。 

（２）指定管理者が自主事業を行う場合の施設の利用については、利用者に

おける施設の使用に影響が無いように配慮するものとする。 

 

10 経理に関する事項 

有料公園施設等の管理に要する経費は、町から支払う委託料及び利用料

金収入により賄うこととする。 

（１）区分会計の独立と管理口座 

施設管理に関する会計については、指定管理者は、自身の法人等、自

主事業等の他の会計と区分独立した経費帳簿類を備えるとともに、独立

した預金口座により管理すること。 

（２）事業報告書等の提出 

ア 指定管理者は毎年度、事業報告書を作成し町長に提出すること。 

イ 指定管理者は経営状況を明らかにする書類を作成し、町の求めに応

じ、これを提示すること。 

ウ 指定管理者は指定期間内の単年度ごとに、管理業務に関する日報、

月報等の実績報告書を作成すること。 

エ 指定管理者として作成した報告書等の帳簿書類は、その帳簿閉鎖の

時より５年間保存すること。 

（３）損害賠償 

町に施設設置者としての瑕疵があった場合及び指定管理者が、法第２４

４条の２第３項及び第４項に規定された業務を運営する場合、その運営上

もたらされる賠償責任については、町が賠償責任を負うこととする。 

また、指定管理者が独自に事業を運営する場合、その運営上もたらされ

る賠償責任については、指定管理者が町又は第三者に対してその賠償責任

を負うこととなるため、指定管理者の負担により賠償責任保険に加入する

ことが望ましい。 

（４）物品等の帰属 

ア 町は、有料公園施設等にあらかじめ備え付けられた備品（町に帰属す

る備品に限る。）を、指定管理者に無償貸与する。 
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イ 指定管理者が、備品の買い替え又は新たに備品を備え付けようとする

場合（指定管理者の費用負担で指定管理者への帰属）は、あらかじめ町

と協議すること。 

 

11 応募手続 

指定管理者の指定を受けようとする団体等は、以下の書類を正本１部、

副本１部を提出すること。 

なお、申請書等の様式及び関係資料は町のホームページ 

（http://www.town.takaharu.lg.jp/）からダウンロードすることもでき

ます。 

（１）申請書類 

ア 指定管理者指定申請書 

イ 指定期間内における管理業務に関する事業計画書 

ウ 指定期間における管理業務に関する年間事業計画書 

エ 指定期間内における管理業務に関する収支計画書 

オ 定款、寄付行為、規約及びこれに準ずる書類 

カ 法人にあっては、当該法人の登記事項証明書（３ヶ月以内に取得し 

たもの） 

キ 法人以外にあっては、代表者の氏名、生年月日及び住所を記入した 

書類 

ク 団体における過去３年間の収支決算書（貸借対照表、損益計算書等） 

ケ 団体の概要（任意様式） 

コ 団体役員名簿（氏名、生年月日、住所等） 

サ 国税及び地方税に関する納税証明書又は完納証明書 

（２）受付期間 

令和７年１０月１４日（火）から令和７年１０月２８日（火）まで 

平日 午前８時３０分から午後５時まで 

（３）提出方法及び場所 

持参又は郵送（書留郵便により最終日の午後５時までに必着のこと）

により次の場所に提出すること。 

〒８８９－４４１２ 

高原町大字西麓３９２番地 TEL０９８４－４２－１４８４ 

高原町教育委員会教育総務課 社会教育係（高原町中央公民館内） 

（４）留意事項 

ア 申請書類は、日本工業規格のＡ４サイズとする。 

イ 申請に際して必要となる費用は、全て申請者の負担とする。 

ウ 提出された申請書類は原則として返却しない。 

（５）質問事項の受付 

募集要綱の内容等に関する質問を次のとおり受付する。 

ア 質問事項の受付期間 

 令和７年１０月１日（水）から令和７年１０月１０日（金）まで 

イ 受付方法 

質問票（別紙様式第５号）を次の方法で提出すること。 



 

7 

 

（ア）質問内容をファックス又は電子メールで送付 

※確認のため、質問書を送付した後、電話連絡すること。 

ファックス  ０９８４－４２－３９６９ 

電子メール  kyousou@town.takaharu.lg.jp 

電   話  ０９８４－４２－１４８４ 

ウ 質問に対する回答  令和７年１０月１７日（金）までに行う。 

（６）現地説明会 

現地説明会を、次のとおり開催するため、参加を希望する場合は、上

記連絡先に必ず予約をすること。 

ア 開催日時  令和７年１０月８日（水） 午後１時３０分から 

イ 開催場所  高原町総合運動公園 

※予約がない場合は実施しない。 

 

12 選定の基準 

（１）指定管理者候補者の選定は、次に示す選定基準に基づき行う。 

ア 運営に関する基本方針が示され、観光施設及び有料公園施設等の条例

等で定める利用者対象者の平等な利用が確保されていること。 

イ 事業計画書の内容が、観光施設及び有料公園施設等の効用を最大限に

発揮するものであること。 

ウ 事業計画書の内容が、管理運営に係る経費の縮減を図るものであるこ

と。 

エ 事業計画書の内容を確実に実施するために必要な経理的基礎及び管 

理に関する能力を有するものであること。 

オ 地域経済への配慮、観光関係団体や各機関との連携が確保されている

こと。 

カ 指定管理料に関すること 

 

（２）指定管理者候補者選定委員会において、書類審査を通過した申請者に

対して、プレゼンテーションやヒアリングを実施し審査する。 

（３）審査内容 

  上記の基準に従って、次の内容を審査する。 

アに関すること（１５点） 

（ア）施設管理運営の基本方針 

（イ）施設管理運営体制 

（ウ）個人情報保護、情報公開への対応 

（エ）利用者の安全確保の手段（防災・防犯等） 

イに関すること（２０点） 

（ア）施設の設置目的等に対する理解及び対応 

（イ）利用拡大の取り組み内容 

（ウ）利用者サービス向上を図るための具体的手法 

（エ）利用者満足度の把握や苦情・要望への対応、改善取組 

（オ）施設の維持管理の内容及び適格性 

ウ に関すること（１０点） 
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（ア）管理業務に係る経費の内容 

（イ）経費の縮減に関する考え方・提案 

エ に関すること（２０点） 

（ア）収支計画の内容、適格性及び実現の可能性 

（イ）安定的な運営が可能となる人的能力 

（ウ）職員の能力育成（研修体制） 

（エ）事故・災害等への対応（安全管理・危機管理体制） 

オに関すること（５点） 

（ア）地域への貢献 

（イ）観光関係団体や各機関との連携確保 

  カに関すること（３０点） 

 

13 リスク管理、責任分担に関する事項 

町と指定管理者の管理業務に関するリスク分担については、原則として

次のとおりとする。詳細については、町と指定管理者が締結する協定で定

めることとする。 

項  目 内 容 等 
負担者 

町 指定管理者  

①施設、設備、

備品、資料等の

破損など 

指定管理者による管理の瑕疵による

もの 
 ○ 

第三者の行為、経年劣化等による破

損等で小規模なもの 

（１件当たり１０万円以内） 

 ○ 

第三者の行為、経年劣化等による破

損等で大規模なもの 

（１件当たり１０万円超） 

〇  

施設の設置に関する瑕疵によるもの ○  

②管理、運営に

係る事故等に

よる第三者へ

の損害賠償 

指定管理者の責に帰すべき事由によ

るもの 
 ○ 

施設の設置に関する瑕疵によるもの 
○  

③不可抗力へ

の対応 

不可抗力に起因する施設修繕 
※不可抗力とは暴風、豪雨、洪水、地震、

地滑り、火災、騒乱、暴動その他の自然的

又は人為的な現象等をいう。 

○  

不可抗力に伴う、あらかじめ定めら

れた管理業務以外に発生した業務に

係るもの 

（事業中断等による経費増を含む） 

△ △ 

④物価変動、金

利変動、税制の

変更による管

理運営経費の

 

 ○ 
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増 

⑤法制度の改

正、行政的理由

による事業内

容の変更等に

よる運営経費

の増 

法制度の改正、政治、行政的理由か

ら、管理運営の継続に支障が生じた

場合、又は業務内容の変更を余儀な

くされた場合の経費増 
○  

⑥事業終了時

の対応（撤収、

施設等の現状

回復・引継ぎ） 

指定期間が終了した場合、又は指定

期間中途で取消しを受けた場合にお

ける撤収・施設等の原状回復・引継

ぎに関する費用 

 ○ 

 

14 原状回復義務 

（１）指定管理者は施設等の変更をしようとするときは、あらかじめ町と協

議すること。また、当該指定管理者の指定期間が満了したとき又は指定

を取り消されたときは、町の指示するところにより、その管理を行わな

くなった施設等を原状に回復すること。 

（２）指定管理者は、施設等を汚損し損傷し又は亡失したときは、町の指示

するところにより原状回復し又は損害を賠償すること。 

 

15 申請後のスケジュール 

（１）令和７年12月上旬  選定委員会の開催及び候補者の決定 

（２）令和７年12月中旬  選定結果の通知 

（３）令和８年３月上旬  指定管理者候補者の高原町議会の議決及び公表 

（４）令和８年３月下旬  指定管理に伴う協定書締結 

※協定の締結：町と指定管理者は業務の実施に当たって、高原町公の施設

の指定管理者制度にかかる基本指針に定める事項等にて

必要な協議を行い、協定を締結するものとする。 

16 その他 

（１）指定管理者は管理業務を開始する日までに、現在管理している事業者

と事務引き継ぎを行うこととする。 

なお、業務引き継ぎに要した経費は、全て指定管理者の負担とする。 

（２）町が有料公園施設等を、災害の発生その他特別の事情により優先的に

使用する場合は、指定管理者はこれに協力するものとする。 

（３）指定管理者は、施設借用者との協議を行い、施設の円滑な運営を行う

こと。 

（４）事業所税等の課税対象となる場合は、指定管理者において対応するこ

と。 

（５）議会の議決を経るまでの間に指定管理者に指定することが著しく不適

当と認められる事情が生じたときは、指定管理者に指定しないことがあ

る。また、議会の議決が得られず指定管理者に指定できなかった場合に

おいては、それまでに要した費用は一切補償しない。 
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◆参考法令等 

１ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

２ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号） 

３ 労働基準法（昭和２２年法律第４９号） 

４ 消防法（昭和２３年法律第１８６号） 

５ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号） 

６ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号） 

７ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 

（平成３年法律第７７号） 

８ 個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号） 

９ 高原町個人情報保護条例（平成２年高原町条例第１２号） 

10 高原町情報公開条例（平成１３年高原町条例第１３号） 

11 高原町行政手続条例（平成８年高原町条例第２２号）  

 12 高原町都市公園条例（昭和５０年高原町条例第３５号） 

 13 高原町公の施設の指定管理者の指定の手続に関する条例 

（平成１７年高原町条例第２５号） 

 14 高原町公の施設の指定管理者の指定の手続に関する条例施行規則 

（平成２１年高原町規則第８号） 

 

 


